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アジア低炭素発展への道
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大幅削減（無料配布中止）推進事務局、自然冷媒プロジェク

ト事務局などを務めている。

メッセージ

企業は、低炭素社会への貢献、生物多様性の保全、貧困問題

への対応など、多様な社会的責任に対して本業を通じて貢献

することが求められています。社内企業大学の皆様がそういっ

た社会を牽引する原動力になられることをご祈念申し上げま

す。
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候変動の国際交渉を担当し、COP12 から COP14 に参加。
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西アジア及び東南アジア地域における円借款業務、環境・気

候変動対策に係る技術協力業務、組織の業績評価などを担当、

スリランカ、米国、ベトナムの駐在経験を有し、現在は企画
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オづくりに従事。中央環境審議会地球環境部会に向けたエネ

ルギーの選択肢づくり、「環境未来都市」の委員としてコンセ

プト作りや評価を行う。3.11 以降ご縁があり、飯舘村の復興

計画推進委員会、福島県再生可能エネルギー専門部会、会津

みしま自然エネルギー研究会、ふくしま会議 2011 等で微力

ながら福島の復興にかかわる。主著書に「低炭素社会に向け

た 12 の方策」（日刊工業新聞社）、小中学生向けの「みんな

の未来とエネルギー」（文溪堂）。地球環境と家庭環境の両立

が永久の悩み。


